














「排出ガス対策型建設機械」に対する支援措置について 
 
オフロード法に基づく基準適合表示の付された建設機械等、排出ガス対策型建設機械の普及促進を
進めていくことを目的として、税制の特例措置、日本政策投資銀行・中小企業金融公庫・国民生活金
融公庫における融資制度が制度化されています。 

お問合せ先 

国土交通省　総合政策局　建設施工企画課 
　〒１００－８９１８  東京都千代田区霞ヶ関2－1－3 　　　 
　ＴＥＬ　03－5253－8111（内線　24955・24956） 
　建設施工企画課HP　http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kensetsusekou/kensetsusekou.htm 
　オフロード法HP　http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kensetsusekou/kankyo/mic/offroad_index.htm

【税制の特例措置】 
 

【融資制度】 
 

（注３）担保特例制度：特別貸付制度の融資対象者に適用されます。償還能力により担保の全てもしくは一部が免除されます。 
（注４）利子補給：担保特例制度を利用する場合には同制度に基づき加算する上乗せ利率から一定割合を控除するものです。 
　      なお、利率等の詳細については各金融機関にお問い合わせ下さい。 

特定特殊自動車に係る固定資産税の特例 

 

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」 
における基準適合表示を付された特定特殊自動車 

第３次排出ガス対策型 
建設機械 

中小企業投資促進税制 

 
対 象 者  

 

内 　 容  

 

措 　 置  

 

期 　 間  

 

償却資産課税台帳に所有者として登録されている者 

日本政策投資銀行 
（株式会社、組合、財団法人等、組織形態のもの）
※リース事業者は対象外 
 

中小企業金融公庫 
（資本金３億円以下または従業員３００人以下
の中小企業者）　 
※リース・レンタル事業者は資本金５千万円
以下又は従業員１００人以下 

政策金利  

特別利率③ 特別利率③ 

－ 

特別利率③ 
（担保特例制度（注３）＋利子補給（注４）） 

 

特別利率③ 
（担保特例制度） 

 

国民生活金融公庫 
（資本金３億円以下または従業員３００人以下
の中小企業者） 
※リース・レンタル事業者は資本金５千万円
以下又は従業員１００人以下 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律におけ
る基準適合表示の付されたものを取得した場合 
 

機械及び装置（取得価額１６０万円以上、リースの場合 
２１０万円以上）を取得した場合 
 

新たに課税されることとなった年度から３年度分の固定
資産税の課税標準を１／２に軽減 
 

初年度取得価額の３０%の特別償却（注１）または7%の税
額控除（注２） 

平成１９年９月３０日まで（ただし、燃料が軽油のもので、
原動機の定格出力が３７ｋＷ以上７５ｋＷ未満のものにつ
いては、平成２０年９月３０日まで） 

平成２０年３月３１日まで 

青色申告書を提出する中小企業者 
※リース・レンタル事業者は対象外 

（注１）特別償却制度：建設機械をリースする場合は利用できません。 
（注２）税額控除制度：建設機械をリースする場合もしくは資本金が3千万円を越える法人が建設機械を取得する場合のみ利用できます。 
 

青色申告書を提出する中小企業者
※リース・レンタル事業者は対象外

機械及び装置（取得価額160万円以上、リースの場合210万円以上）を取得した場合

初年度取得価額の30%の特別償却（注1）または7%の税額控除（注2 ）

平成22年3月31日まで

特別利率②
（保証人特例制度（注3））

特別利率②
（ただし37kW以上56kW未満のものは平成21年8月   
     31日まで、56kW以上75kW未満のものは平成22年

3月31日まで特別利率③）     

第3次排出ガス対策型
建設機械

特別利率②
（保証人特例制度）

特別利率②

国土交通省　総合政策局　建設施工企画課　施工環境技術推進室
〒100-8918　東京都千代田区霞ヶ関2-1-3
TEL　03－5253－8111（内線　24955・24956）
建設施工企画課HP　http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/index.html
　オフロード法HP　http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kensetsusekou/kankyou/haigas.htm
ああ

オフロード法に基づく基準適合表示の付された建設機械等、排出ガス対策型建設機械の普及

促進を進めていくことを目的として、税制の特例措置、株式会社日本政策金融公庫における

融資制度が制度化されています。

【株式会社日本政策金融公庫の融資制度】

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」
における基準適合表示を付された特定特殊自動車

中小企業事業

（資本金3億円以下または従業員300人以
下の中小企業者）

※リース・レンタル事業者は資本金5千万
円以下または従業員100人以下

国民生活事業

（資本金3億円以下または従業員300人以
下の中小企業者）

※リース・レンタル事業者は資本金5千万
円以下または従業員100人以下

（注3）保証人特例制度：特別貸付制度の融資対象者に適用されます。一定要件を満たせば、経営責任者の個人保証が免除されます。

中小企業投資促進税制

対 象 者

内　  容

措 　 置

期 　 間

【税制の特例措置】


